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1. はじめに 
 
周知の通り、パソコン産業では1990年代以降、中核部品メーカーのインテル、台湾の製
品設計専門会社、そしてDellに代表される完成品メーカーから構成される「垂直非統合
(Vertical Disintegration)」の産業構造が形成され、市場の動きに即応して素早く製品を
開発・販売する仕組みができあがった。  
本稿の考察対象である携帯電話産業も、パソコン産業とほぼ同じ時期に成長し、垂直非
統合の産業構造が形成された。なかでも、そうした傾向が顕著にみられるのが中国の携帯
電話産業である。中国の携帯電話ユーザーは毎年 6000 万人の規模で増加し、2008 年半ば
には 6 億人を突破した。現在、中国は世界最大の携帯電話市場であり、世界に類をみない
激烈な企業間競争が展開されている。Nokia、Motorola、Samsung など圧倒的な国際競争
力を誇る世界的メーカーの製品は中国市場でも突出した存在感を示しているが、一方では、
中国系メーカーも次々に携帯電話端末市場に参入し、かつ一定のシェアを獲得している。
そして、競争激化により一台当たりの利益が著しく圧縮されている現在の状況でも、依然 
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として新興メーカーの参入が絶えない（丸川・安本・今井・許,2006）。こうした現象は、
実は中国携帯電話産業の垂直非統合化と密接不可分の関係にある。 
よく知られているように、産業が垂直非統合に向かうと、市場への参入障壁が下がり、新
規企業の参入が促されることになる（Gort and Klepper, 1982; Klepper and Graddy, 1990; 
Agarwal and Gort, 1996; Funk, 2008）。また、産業の垂直非統合化は、市場規模の拡大や
技術ライフサイクルの変化によってもたらされると議論されることが多い（Abernathy and 
Utterback, 1978; Henderson and Clark, 1990; Tushman and Anderson, 1986）。しかし、
こうした議論では、産業の垂直非統合化の形成・発展の要因として、各企業の戦略的行動が
果たす役割を十分に捉えていない面がある（Jacobides, 2005）。 
そこで本稿では、中国携帯電話産業の発展経路を詳しくみていくことで、産業が垂直非
統合化していくにあたって、各企業の戦略的行動が果たす役割を明らかにしたいと考える。
結論を先取りすれば、中国携帯電話産業の垂直非統合化をもたらした要因として最も重要
なものは、先進国の中核部品メーカーと後進国の設計受託会社との間の国際的な協業関係
の進展だったと考えられる。本稿では、この点を明らかにすることを通じて、その他の産
業の構造変化に関する研究にも示唆を与えたいと考える1。もちろん、中国と異なり、通信
事業者の強力な支配の下でひたむきに高機能を追求する日本の携帯電話産業の進むべき途
を考える上でも、本稿は重要な意味を持つはずだと考えている。 
本稿の構成は以下のとおりである。第2節では産業の非統合に関する先行研究をサーベイ
し、その中で本稿の位置づけを定める。第3節では本稿の調査対象を紹介した後、1990年
代後半に起きたGSM規格の携帯電話端末産業の構造変化に着目し、欧米系の半導体メーカ
ーの打ち出した新たなビジネスモデルが、垂直非統合へのシフトの契機となったことを説
明する。その後、中国携帯電話産業に焦点を絞り、欧米系半導体メーカーの中国進出と、
その過程で興隆した台湾、韓国、そして中国の携帯電話端末の専業設計受託会社の役割を
整理する。第4節と第5節では、第3節のケース・スタディを踏まえた上で、携帯電話産業
の垂直非統合の形成・発展要因をまとめる。さらに、産業の垂直非統合に関する新たな視
点を提示する。 
 
2. 垂直非統合の先行研究およびリサーチ・パースペクティブ 
  
産業の垂直非統合は、従来、市場規模の拡大と共に進むという側面に着目し議論されて
きた。つまり、産業は高度成長期に入ると、製品の生産活動の一部分に特化する専業的企
業が現れるようになるため、産業構造は垂直非統合化していくというのである
（Stigler,1951)。また、垂直非統合がもたらす参入障壁の低下により、新規・既存企業間
の競争及び淘汰が激しくなることもよく議論される（Gort and Klepper,1982 ; Klepper 
and Graddy,1990 ; Agarwal and Gort,1996)。しかし、産業ライフサイクルの各段階の産
業構造がいかなる要因に影響されるのかを検討する際に、市場規模のみを駆動要因として
捉えるのでは、現実を十分に説明することはできないと考えられる  (Langlois and 
Robertson, 1995)。 
                                                   
1 例えばパソコン産業などは携帯電話産業と同じ Time-to-Market、短い製品ライフサイクル、消費者の
多様化したニーズなどの特性を持つため、その産業構造が同じようなスピードで垂直非統合に変化してい
ると考えられる（Langlois and Robertson,1992 ; Fine,1999)。 
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一方、より産業の内部の要因に着目した研究では、「モジュラー化」のような技術の変
化が産業構造の垂直非統合化をもたらすと議論されることが多い（Christensen and 
Rosenbloom,1995；Baldwin and Clark,2000；Gawer and Cusumano,2002）。また、国
や業界団体などによって定められた業界標準が、企業間分業を促し、ひいては産業構造の
垂直非統合化をもたらすこともよく論じられる（Kindleberger,1983；Teece,1986；
Langlois,1993；Argyres,1995；池田,1997；池田,2001）。例えば、IBMがパソコンの設
計を完全にモジュラー化した結果、パソコン産業が、完成品メーカーが中核部品の開発・
製造から一貫して手掛ける垂直統合型の産業構造から、複数の中核部品メーカーと完成品
メーカーから構成される垂直非統合型の産業構造に向かって変化した事例は、あまりにも
有名である（Bresnahan and Greenstein,1997）。 
確かに、標準インターフェースの確立は、企業間の緊密な調整の重要性を低下させ、コ
ミュニケーション・コストを低減させるので、産業が垂直非統合に向う上で重要な役割を
果たすことは間違いない。しかしながら、90年代以降の東アジア地域で生じた現象を踏ま
えると、こうした技術の変化や業界標準の確立などは、産業構造が垂直非統合していく上
での初期的な条件にすぎず、国際的な企業間協業の進展こそが、産業を垂直非統合に向わ
せる真に重要な駆動要因だと考えられる。例えば川上（2004）、伊藤（2005）、丸川・安本・
今井・許（2006）といった諸研究は、90年代末にパソコンや携帯電話、半導体などの市場
規模が劇的に拡大した背後では、「マーケティングにフォーカスする欧米先進国の完成品
メーカー」と「設計・製造サービスを提供する台湾・中国の後進国企業（以降、設計受託
会社とする）」2との間の国際的な企業間協業の進展が果たした役割が大きかったと主張し
ている。 
こうした産業における企業間協業は、自動車メーカーと部品メーカーの関係よりもオー
プンな性質を持っていた。欧米企業から設計作業をアウトソーシングされた台湾・中国の
設計受託会社は、強い企業家精神を発揮し、さらには ERP などの IT 技術の導入3を進め
ることを通じて、先進国のより多くのブランド力のある完成品メーカーと取引しようと試
みた（伊藤, 2005; 丸川, 2007）。彼らは、特定の先進国完成品メーカーとの取引から得
たノウハウや経験を活かし、同じ設計や製造資産を他の完成品メーカー向けに転用してい
った4。この結果として、設計資産が普遍化され、誰であっても容易に利用できるようにな
ると、新規参入したばかりの完成品メーカーであっても、開発の部分についてはそうした
既存の設計資産を利用し、自社は製品のマーケティングやブランド力構築に専念できるよ
うになり、短期間に既存の完成品メーカーと互角に競争できるまでに成長することが可能
になった5。一方、既存の完成品メーカーの側では製品レベルで差別化を図ることが難しく
                                                   
2 設計、製造サービスのみを提供するビジネス・モデルは 90 年代の台湾パソコン産業から誕生した。欧
米系の完成品メーカーは、パソコンのコンセプト・デザインをつくり、複数の設計、製造サービスを提供
する台湾系の企業に対して入札を行う。台湾系企業側は、欧米系の完成品メーカーのコンセプトに沿うよ
うパソコンの外観（機構部品）、電子回路の機能などを提案する。大まかな機能要件は欧米系の完成品メ
ーカー側がつくるが、その詳細および実装は台湾系企業側が作成する。そして、入札に勝った企業は機構
部品、電子回路の実機を開発し、発注企業の承認後、生産委託を受け量産を行う（川上,2004）。 
3 伊藤（2005）によると、設計受託会社は ERP などの IT 技術の導入によって、大量の情報を容易に処
理することができるため、より多くの先進国の完成品メーカーと取引する傾向がある。 
4 Sturgeon and Lester（2004）、Gereffi, Humphrey and Sturgeon（2005）、Sturgeon and Lee（2005）
はこれを「モジュラー」型の企業関係と名付けた。 
5 丸川（2007）も類似な概念を提示したが、彼はこれをよりダイナミックなニュアンスがある「垂直分
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なり、マーケティングやブランド力構築に注力せざるを得なくなる。その結果として、設
計受託会社は製品のイノベーションを担い、完成品メーカーはマーケティングや販売チャ
ンネル構築を担うという分業体制が、ますます強固なものになっていったのである。 
では、そのような普遍化された設計資産はどのように構築されたのだろうか。パソコン
産業の事例では、Burgelman（2002）が、設計受託会社と中核部品メーカーとの協業が普
遍的な設計資産を大量に生み出し、その結果、パソコン産業での垂直的な分業体制が形成
されたことを指摘している。1990 年代半ばから、Dell や Gateway などの新規参入組のパ
ソコン企業は、台湾系の設計受託会社にパソコンのマザーボードの開発をほとんど全て任
せることで、短期間に IBM など既存の大手パソコン企業と競争できるほどに成長してい
った6。インテルはここに目を付け、こうした台湾系設計受託会社にアプローチをかけ7、
彼らに大量の最新 CPU とチップセットを供給するとともに、彼らがそれらを組み込んだ
新しいマザーボードをいち早く開発できるよう、さまざまな技術援助を行った。その結果、
台湾系設計受託会社は、新規参入組のパソコン企業やノンブランドのパソコン企業だけで
はなく、既存の大手パソコン企業にも、“Intel Inside”のマザーボードや完成品の設計、
製造サービスを提供するまでに成長した。 
こうして、インテルなど先進国の中核部品メーカーとの協業により多数の完成品メーカ
ーと取引する設計受託会社が多くなるにつれて、莫大な量の普遍的な設計資産が産業の中
に形成されていった。そのため、既存と新規の双方のパソコン企業が設計・製造を設計受
託会社に任せ、自らの経営資源を製品のマーケティングなどに傾斜するようになっていき、
その結果、当該産業はますます垂直非統合化していった。このように、先進国の中核部品
メーカーと後進国の設計受託会社との協業こそが、普遍化された莫大な設計資産の構築を
もたらし、ひいてはパソコン産業の垂直非統合の形成に重要な役割を果たしたのである。 
こうした関係が成り立つためには、設計受託会社は、先進国の完成品メーカーに最新の
設計資産を提供できるよう、絶えず中核部品メーカーの最新技術を導入しなければならな
い。ただし、注意しなければならないのは、設計受託会社の側でも、中核部品メーカーに
対して相応の技術的貢献を果たしているということである。そもそも技術はシステミック
な特質を持ち、複数のコンポーネンツのなかに組み込まれるものであるため、技術の種類
が多くなるにつれて、製品全体の設計や性能の予測が難しくなる（Masten, 1984; Winter, 
1987; Chesbrough and Teece, 1996; Garud and Kumaraswamy, 1995; Dosi, Hobday, 
Marengo, and Prencipe, 2003）。そのため、製品を開発するにあたっては、関係を結ぶ
双方の側が異なる知識を持ち寄ってそれらを融合しない限り、新しい中核部品と複数の周
                                                                                                                                                     
裂」と呼んでいる。ハイテク産業だけではなく、モーゲージ・バンキング業界でも、中間財（サービス）
を提供する専門業者の出現が、同業界を非統合に継続的に導いた（Jacobides,2005)。 
6 当時、既存の大手パソコン企業は中核部品であるチップセットを自社開発したのに対し、Dellや
Gatewayなど新規参入組は中核部品を開発する技術能力が十分ではなかったため、外部のインテルなど
のチップセットベンダーから調達せざるを得なかった。 
7 1993 年にインテルは最新の Pentium CPU とチップセットを開発し、IBM などの既存顧客にプロモ
ートした。しかし、IBM や日系パソコンの顧客がインテルのチップセットに自社の付加価値が取られる
ことを恐れ、その Pentium CPU とチップセットの採用を断った。こうした背景のなかでインテルは新し
い CPU とチップセットの事業を推進し、Dell、Gateway やノンブランド市場向けに大量の最新 CPU と
チップセットの供給を試みた。90 年代半ば頃、マザーボードの設計受託をした大量生産かつ輸出志向の
企業は台湾系設計受託会社だけだったため、インテルにとっては良いパートナーであり、積極的にプロモ
ートした。 
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辺部品との間の技術的な複雑性を調整することは難しいのである（武石, 2003）。  
結論を先取りすると、中国の携帯電話産業においても、実際、設計受託会社は先進国の
中核部品メーカーとの協業を通じ、中核部品に関する技術情報や知識をできるだけ早期の
段階で入手し、自社の設計サービスに取り入れるように努力している。一方、中核部品メ
ーカーの側では、顧客である設計受託会社から、その中核部品が顧客の製品に組み込まれ
た際に発生した問題点などの改善要求を受け、量産に入る前に設計の修正を行っている
（Yasumoto and Shiu,2007；立本・許・安本,2008）。つまり、新しい技術を完成品メー
カーにプロモートする上で、設計受託会社と中核部品メーカーの両者の取引は、お互いに
とって有益なビジネスとなっているのである。この点で、こうした両者の取引は、単なる
バイヤーとセラーの関係を超えたものであるとも言える8。 
以上を踏まえると、中国の携帯電話産業において垂直非統合化が進展した理由を探る上
では、設計受託会社と中核部品メーカーがいかなる企業間関係で結合されていたのかを明
らかにし、さらに、両者の協業がどのようなメカニズムを通じて産業の垂直非統合化をも
たらしたのかについて、慎重に論じることが重要だと思われる。このような問題意識をも
とに、次節以降では、中国系の携帯電話メーカーの興隆を支えている設計受託会社と中核
部品メーカーを主たる分析対象として、当該産業の垂直非統合の形成・発展要因を明らか
にしていくことにしたい9。 
 
3. ケース・スタディ10 
  
技術の入れ替わりが激しいとき、産業構造がそれによって変化するという事後的な現象
を観察することは容易であるが、実際の企業の生産活動によって発生するダイナミックな
垂直非統合の形成要因などは、学術研究ではそれほど解明されていない(Evans and 
Wurster, 1999)。携帯電話産業の垂直非統合も比較的新しい現象であり、また絶えずダイ
ナミックな変化を遂げているため、参考になる情報や事象の把握がまだ不十分である。過
去の研究と一致していない事象を探求し、解釈するには、ケース・スタディの方法が適切
である（Yin,1994）。また、ケース・スタディの方法を通じて新しい研究課題に関する主
要なデータや分析フレーム・ワークが得られる（Glaser and Strauss,1967）。したがって
本稿では、中国携帯電話産業における企業間分業の構造に影響を与える特定の企業へのイン
タビューやフィールド調査を通じて、その垂直非統合の形成要因を探索的に検討していく。 
データの収集については、2005 年から 2007 年まで約 50 社以上の日本、台湾、韓国、
中国系の携帯電話メーカー、通信事業者、中核部品メーカー、ソフトウェア・ベンダー、
そして設計受託会社などへのインタビューを行った。また、本稿で焦点となった中核部品
                                                   
8 従来の企業間関係に関する研究では概して、両者を独立または対立の存在として議論されがちである。
例えば Porter（1980）は企業戦略の視点から部品メーカーに対するバーゲニング・パワーを持つことが
ビジネス上では欠かせないものであることを論じた。それに対し、Gawer and Cusumano（2002）は部
品メーカーの視点から、中核部品メーカーであるインテルがいかなるプラットフォーム・リーダーシップ
を発揮することでパソコン産業のイノベーションを引き起こしたのかに注目した。 
9 Vind and Fold (2007)は産業内のマルチレイヤー・ストラクチャの概念を提起し、シンガポールの電
子産業の垂直非統合を分析した。 
10 本稿で考察するケースについては、許・今井(2009)、許・今井(2010)、Imai and Shiu(2010)も参照さ
れたい。 
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メーカーである日本、台湾そして中国の TI（Texas Instrument）社、日本 Qualcomm 社、
中国NXP社にはそれぞれ 2回のインタビューを行った。これらのインタビューに先立ち、
業界紙、学術誌、専門家による報告書、技術専門出版社が発行する技術解説書などの二次
資料も収集し、業界における技術変遷を予め把握しておいた。 
 
3.1 垂直非統合の契機 ―中核部品の市場流通化― 
GSM という通信システムは、信号やデータの交換をつかさどる基地局や交換機などの
固定式ネットワーク設備から、送受信を担当する移動式の電話機まで、非常に多くのハー
ドウェアとソフトウェアが相互に機能し合って構成され、産業財ならではの複雑系システ
ムの特性が重視される（Davies,1996 ; Davies and Brady,2000）。この通信システムにお
いて、移動式の携帯電話端末は固定式の基地局や交換機との間で、極めて複雑な通信手順
を通じ、多くの信号とデータを送受信する。その複雑な通信手順は、主に携帯電話端末の
中核部分にあるハードウェア「ベースバンド・チップセット」とソフトウェア「プロトコ
ル・スタック」によって制御される。高品質の通話やメールの送受信、インターネット閲
覧などを実現するには、この 2 つの中核部品を、安定性を厳密に保ちつつ設計しなければ
ならない。また、この 2 つの中核部品設計には、携帯電話端末からネットワーク設備に至
るまでの複雑な GSM 通信システムの動作原理という、高度な専門知識が必要なのである。
つまり、ベースバンド・チップセットとプロトコル・スタックに関する専門的な設計知識
は、長年にわたる通信ネットワーク設備と端末の開発・設計を併行して行うことで徐々に
形成されるものである。欧米系の大手携帯電話メーカーは、アナログ式の第 1 世代通信シ
ステムと端末の開発経験を通じて蓄積した知識を、デジタル式の第 2 世代である GSM 規
格のシステム開発に応用し（Funk,2002）、ベースバンド・チップセットとプロトコル・ス
タックの設計にも生かした。 
  複雑な通信手順は、GSM 業界標準に基づいて定められている。しかし、GSM の商用化
が始まってまもない頃には、GSM 標準規格ではハードウェアやソフトウェアの設計に対
する要求が必ずしも明確に定義されていなかった。また、GSM 標準規格自体が不断にバ
ージョンアップされ、逐次修正された。そのため理論上では、GSM 業界標準により異な
るメーカーの端末や設備の間でも伝送に支障は起きないコンパチビリティが維持されると
考えられるが、現実には、異なるメーカーの器材間では通話品質の劣化などが起きること
があった11。このため、GSM の商用化初期段階では、携帯電話端末とネットワーク設備の
設計知識を持った欧米系の大手携帯電話メーカーは、ベースバンド・チップセットとプロ
トコル・スタックの設計、テスト、修正に加え、GSM 標準規格のバージョンアップ作業
に参加することで、競合他社より早く、かつ正確に最新の規格および技術の内容を把握で
きた（立本・許,2008）。一方、通信事業者にとっても、端末とネットワーク設備の両方を
同一メーカーから調達することが、購入コストの優位性に加え通信システムの安定性など
も享受できる、経営上合理的な選択となった。GSM が商用化されてから現在に至るまで、
                                                   
11 また、各国の電波法の規定、地形や気温、通信事業者の保有する通信設備などの要因がベースバンド・
チップセットやプロトコル・スタックの安定性に影響を与えるため、開発・設計の際にはさまざまな種類
のテストが必要となった。例えば、プロトコル・スタックの動作を確認するためには、必ず各国に赴き、
それぞれの通信ネットワーク下にある実験室でテストするか、あるいは試験専門の会社に委託してテスト
し、そうした試験結果に基づいてプロトコル・スタックの最適化を行わねばならなかった。 
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Nokia や Motorola が世界の携帯電話端末市場で高いシェアを占めるのみならず、携帯電
話用ネットワーク設備の市場でも高いシェアを確保してきた背景には、こうした要因が働
いていた。ただ、こうした垂直統合型のビジネスモデルの圧倒的な優位性は、1990 年代後
半以降、次第に揺らいできた。その主要な契機は、欧米系半導体メーカーがプロトコル・
スタックの専業ベンダーを買収し、自社開発の汎用性のあるベースバンド・チップセット
にプロトコル・スタックをバンドルして外販を開始したことである。 
例えば、TI は 1995～96 年頃から Nokia 向けの特注カスタマイズのベースバンド・チッ
プセットの開発に取り組むと同時に、自社の半導体技術の優位性を活用し、独自に開発し
たベースバンド・チップセットとプロトコル・スタックを新規携帯電話メーカー向けに販
売し始めた。だが、プロトコル・スタックの設計は Nokia 側が握っており、TI が短期間
で自前のプロトコル・スタックを開発することは難しかった12。そこで TI は、1995 年に
Panasonic に目をつけた13。Panasonic と TI との提携は、前者がプロトコル・スタック技
術、後者が半導体技術を持ち寄る点では Nokia と TI の提携と似ていた。だが大きく違っ
たのは、TI と Panasonic の共同で開発されたベースバンド・チップセットとプロトコル・
スタックを、それを使った Panasonic の携帯電話の発売半年後から、TI が他の携帯電話
メーカー向けにも販売することをPanasonicが容認した点である。TIにとって、Panasonic
との提携は、新規参入の携帯電話メーカー向けに販売するビジネスを展開していく転換点
となったのである。これによって台湾、韓国、そして中国の新規携帯電話メーカーが、汎
用性のあるベースバンド・チップセットとプロトコル・スタックをベースにして携帯電話
端末の開発基盤を与えられ、携帯電話産業の垂直非統合が進み始めたのである。 
 
3.2 1990 年代の中国携帯電話産業と欧米系半導体メーカー 
 中国における GSM 方式の携帯電話端末およびネットワーク設備の開発への取り組みは、
1991年から 1995年にかけて実施された第 8 次 5 カ年計画の重点プロジェクトにさかのぼ
る。1992 年、広州市にある電子工業部第七研究所で数十人の研究員による開発チームが組
織され、携帯電話端末の開発が開始された14。当時の中国の半導体技術に関する技術水準
は極めて低く、ベースバンド・チップセットを自前で開発するのは無理だった。そのため、
開発チームは 1994 年にアメリカ系半導体メーカーである ADI（Analog Device, Inc.）と
提携し、同社のベースバンド・チップセットを利用し端末開発を行うことになった。 
しかし、当時 ADI はプロトコル・スタックを提供せず、また ADI のベースバンド・チ
ップセットは技術的に十分成熟していなかった15。このため、開発チームはプロトコル・
スタックの開発、電子回路の設計、プリント基板のレイアウト、関連ソフトウェアの開発
などをすべて自前で行った。さまざまな曲折を経ながらも、開発チームは 1996 年には実
                                                   
12 プロトコル・スタックの開発とベースバンド・チップセットの開発には技術的に一定の関連性がある
ため、TI にとって、プロトコル・スタックの技術を有する企業との提携が不可欠だった。 
13 Panasonicが 1992年から 1996年にかけて発売したGSM携帯電話はすべて自社開発したベースバン
ド・チップセットとプロトコル・スタックを使用していた。しかし、自社開発したベースバンド・チップ
セットは不良品率が高く、機能や集積度でも TI 製品に劣っていたため、内部での慎重な検討の結果、
Panasonic は 1996 年から TI と共同開発を開始し、1997 年以降は正式に TI のベースバンド・チップセ
ットを採用するようになった。 
14 一方、通信システムの開発は、河北省石家荘市所在の電子工業部第四研究所が担当した。 
15 その後、ADI はプロトコル・スタックの TTPCom 社と提携し、プロトコル・スタックの販売を開始
した。 
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験機種を完成し、プロジェクトの監督官庁である郵電部の審査を無事に通過した16。その
後、信息産業部は、携帯電話端末生産への参入を希望する中国の家電メーカーなどを招集
し、プロジェクトの成果の技術移転を行った17。結果として、中国携帯電話メーカーは ADI
だけではなく、Lucent など欧米系半導体メーカーのベースバンド・チップセットとプロト
コル・スタックを使って、携帯電話端末の開発に成功した18。 
  ベースバンド・チップセットとプロトコル・スタックの市場流通によって、通信システ
ムに関する知識が Nokia などより少ない中国企業も、1990 年代末以降、次々に携帯電話
の開発を手がけ始めた。ただし、当時の中国携帯電話メーカーの開発リソースと量産経験
は著しく不足していたため、1 年に 1 機種といったペースでしか開発できず、市場需要の
伸びにはとうてい追いつけなかった。そこで登場したのが、この時点ですでに成長を開始
していた台湾、韓国、そして中国の携帯電話端末の設計受託会社であった。 
 
3.3 携帯電話端末の設計受託会社の出現  
1990 年代の末、中国系の新規携帯電話メーカーが市場に参入すると同時に、台湾、韓国、
そして中国の設計受託会社が相次ぎ創業し、欧米系の半導体メーカーと提携することによ
って、携帯電話端末の設計サービスを提供し始めた。例えば、台湾系の廣達（Quanta）は
ADI、華寶（Compal）は TI と提携して携帯電話の開発を行い、それぞれ Panasonic や
Motorola など欧米系大手携帯電話メーカー、中国の新規携帯電話メーカーに製品の供給を
開始した19。欧米系大手の携帯電話メーカーは、台湾系の設計受託会社がパソコンの設計・
製造管理で長年の経験を有することに着目し、携帯電話端末を発注するにあたり、その設
計能力のみならず製造管理能力にも期待していた（川上,2006）。 
一方、韓国では 1997 年の経済危機後、Samsung や LG を離職したエンジニアによって
多数のベンチャー企業が設立される潮流の中で、設計受託会社が一種のベンチャーとして
生まれてきた（安倍,2006）。それらは、フランスの Wavecom 社の通信モジュールや TI
のベースバンド・チップセットなどを採用して製品を開発し、主に TCL などの中国の携
帯電話メーカー向けに設計サービスを提供した。例えば Bellwave は、韓国電気通信研究
院（ETRI）で基地局の開発に従事した後、ある大手携帯電話メーカーの研究機関で上級
研究員を務めた者によって 1999 年に設立された。その際に Bellwave の社長は、TI のベ
ースバンド・チップセットとプロトコル・スタックを Bellwave の設計能力と組み合わせ、
中国携帯電話メーカーに対して共同で端末設計サービスを提供することを TI に提案した。
                                                   
16 1998 年 2 月には江沢民総書記が開発チームの成果である国産携帯電話第一号機を使用して通話を行
い、国家プロジェクトとしての国産携帯電話開発は一応の成果を挙げた。 
17 第七研究所の開発チームのメンバーは、その後、各メーカーの携帯電話開発の要職に就き、中国携帯
電話産業の立ち上げに少なからず貢献することになる。 
18 例えば、中興通訊（ZTE）、科健（Kejian）、夏新（AMOI）などは ADI のベースバンド・チップセッ
トとプロトコル・ベースバンドを採用して端末を開発したのに対し、康佳（Konka）が最初の端末として
発売した「情義通（型番 3118）」は、Lucent を使って当時としては高度な中国語入力機能と優れたデザ
インで好評を博した。 
19 台湾で最も早く携帯電話の開発を手がけたのは明碁(BenQ)である。同社は 1994 年に ADI のベース
バンド・チップセット、1995 年に Wavecom のモジュールを採用して端末を開発した。先述と同じよう
に、当時 ADI を始めとする半導体メーカーのベースバンド・チップセットの完成度が低く、プロトコル・
スタックも提供されていなかっため、明碁はプロトコル・スタックやユーザー・インターフェイスなどの
ソフトウェアを自前で開発した。その後、明碁は TI のベースバンド・チップセットを採用した。明碁の
開発努力はその後の台湾携帯電話端末産業に大きな影響を与えた。現在、携帯電話設計に関わる中核人材
には、明碁出身者が少なくない。 
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交渉の結果、TI は Bellwave に 400 万ドルの投資を行い、また同社株式の 13％を取得し
た20。 Bellwave は 2001 年から 2003 年にかけて、回路基板、液晶、キーパッド、外観設
計やその他の部品等を供給し、中国側が組み立てるというビジネス・モデルを採った21。
また、出荷台数が 100 万台を超える取引の場合は、Bellwave 側は中国側に回路図を提供
し、中国に出向いて量産準備や部品調達などの指導を行う方法を取った22。Bellwave に代
表される、50 社余りの韓国の専業携帯設計受託会社が提供する端末設計サービスを活用し、
中国の携帯電話メーカーは 2003 年までに急速に市場シェアを伸ばすことに成功した。 
 1990 年代の末から、欧米系半導体メーカーは中国の新規携帯電話メーカーをベースバン
ド・チップセットとプロトコル・スタックを外販する対象としつつ、他に台湾系、韓国系
の設計受託会社とも密接な提携を展開した（図 1）。1999 年に中国最初の設計受託会社、
中電賽龍（CECW）23が設立された他、台湾、韓国の設計受託会社の成功パターンに触発
され、2001 年から 2002 年にかけて中国系の設計受託会社はさらなる成長を始め、この間
には龍旗控股（Longcheer）、経緯科技（Ginwave）、晨訊科技（SIM）、徳信無線（Techfaith）
などが次々に設立された。その経営者や中核幹部には Motorola の中国現地法人、中国大
手ネットワーク設備メーカーの中興通訊（ZTE）、政府系研究機関などの出身者が多かった
（図 2）。垂直非統合の進む携帯電話産業のなかで中国系の設計受託会社は、拡大する中国
の市場需要を梃子に、これ以後急速にプレゼンスを拡大させてゆく24。中国の設計受託会
社数についての公式な統計は存在しないが、電子回路とソフトウェアを中心とする総合的
な設計能力を兼ね備えた企業は、2006 年時点で少なくとも 50 社前後に達していたとされ
た25。2005 年には中国国内で発売されたモデル数は 800 機種近くにのぼり、同年の日本の
発売モデル数のほぼ 10 倍に達していた（丸川・安本・今井・許,2006）。また、その年に、
設計受託会社が総中国生産台数（約 9000 万台）のうち約 40％の生産台数（約 3600 万台）
を出荷した。こうした現象を通じて、中国携帯電話メーカーと中国系の設計受託会社の補
完的な関係が窺えよう。 
 
                                                   
20 Bellwave は TI と連携することによって、TI の新たな汎用ベースバンド・チップセットとプロトコ
ル・スタックの技術資料を他社より優先的に入手でき、携帯電話を開発できた。 
21 いわゆる Semi Knock-Down（SKD）方式であり、輸入半製品の組立による完成品生産である。 
22 この場合、部品調達は中国側が行う。この方法は Completely-Knock-Down（CKD）、または Turnkey 
Solution と呼ばれ、輸入部品の組立による完成品生産を指す。CKD 取引の場合、Bellwave は生産台数
に基づきロイヤリティを受け取る。 
23 中電賽龍は中国人経営の米系 Cellon と国有企業グループ中国電子信息集団（CEC）が合弁で設立し
た。Cellon の中国人創業者は電子部品の代理店を経営していたが、韓国の設計受託会社の中国市場での
成功を目の当たりにしてビジネスチャンスに気づき、自ら創業に踏み切った。 
24 また、人件費の安さに加え、市場の変化に素早く適応する能力の高さによって、台湾、韓国系の設計
受託会社を凌駕することになった（今井,2006）。 
25 ただし、中国の設計受託会社の盛衰もきわめて激しく、2005 年には第 2 位であった中電賽龍は 2007
年には倒産し、トップだった徳信無線も急速に衰退した一方、2005 年に成立した聞泰電子（WingTech）
が 2007 年にはトップに立った。 
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（出所）筆者作成。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）筆者作成。 
 
3.4 中核部品メーカーと設計受託会社の協力関係 
2003 年頃から中小規模の地場の新規携帯電話メーカーが続々と出現し、2004 年に中国
系携帯電話メーカー38 社は合計で外資メーカーの総機種の 2.5 倍になり、609 の機種を市
場に送った（図 3）。市場調査会社等の推計によれば、これらの中小規模の地場の新規携帯
電話メーカーの出荷台数は 2006 年に 3000 万台、2007 年には 5000 万台に達したようで
ある。地場の新規携帯電話メーカーと中国大手携帯電話メーカーの出荷台数を合算すれば、
外資ブランドと拮抗しているとみられる（図 4）。 
 
図 2 1999 年から 2005 年：中国系の設計受託会社の勃興 
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図 1 1999 年末から 2003 年：台湾・韓国系の設計受託会社の勃興 
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図 3 GSM のみの企業数とモデル数26    図 4 中国・外資ブランドの国内市場シェア27 
  
                    
 
 
 
これらの地場の新規携帯電話メーカーは、農村・中小都市での需要に敏感で、流行の先
頭に立ち、需要にマッチしたモデルを外国メーカーよりも早く投入するところに強みがあ
る。農村や中小都市では安く、かつ音楽、動画、手書き入力の機能を備えた「マルチメデ
ィア携帯電話」への需要が強いが、外国ブランドのものは価格が高いため、地場の新規携
帯電話メーカーに食い込む余地があった28。地場の新規携帯電話メーカーのなかで現在最
も成功しているのが「天語」ブランドの携帯電話を販売している天宇朗通公司である。同
社はもともと北京で Samsung など外国ブランドの携帯電話の代理販売業を営んでいたが、
2005 年から自らの販売ルートを利用して自社ブランド携帯電話の製造販売に乗り出した。
2007 年には聯想（Lenovo）を超えて中国ブランドのなかで最大の市場シェアを獲得する
に至った。もともと中国では携帯電話を生産するには政府から許可を得る必要があり、天
宇朗通は当初は無許可で生産する「ヤミメーカー」の 1 つだった。だが 2005 年 3 月から
規制が徐々に緩和され、2007 年には許可制が撤廃されたため、天宇朗通を含む地場の新規
携帯電話メーカーも堂々と競争に参加できるようになった。 
 地場の新規携帯電話メーカーも中国の大手携帯電話メーカーと同様に設計を外注してい
るが、その委託先は台湾、韓国の設計受託会社でもなく、前述した中国の龍旗控股、晨訊
科技といった設計受託会社である。また、注意を要するのはこれらの設計受託会社は、完
成品の設計サービスを行っているだけではなく、携帯電話の標準的なメイン基板も大量生
                                                   
26 本図では北斗手機網でのブランド発売開始をもって参入とみなした。その後発売数がゼロとなる年が
あっても、企業の退出・経営破綻・合併の事実が確認できない限り、当該ブランドは存在するとみなした。 
27 中小規模の地場の新興携帯電話メーカーの出荷台数は基本的に含まれないため、2004 年以降の中国
ブランドのシェアは過小評価である可能性が高い。 
28 中国の新興携帯電話メーカーは、携帯電話の品質面では外国メーカーなどに劣るものの、人気の高い
機能を備えたモデルを毎年市場に送り出してきた。2003 年には MP3、04 年には MP4、05 年にはカメラ、
06 年にはタッチパネル、07 年以降はアナログ・テレビ視聴機能が主なセールス・ポイントになっている。 
（出所）中国の大手携帯電話端末の販売会社
北 斗 手 機 網 の ホ ー ム ・ ペ ー ジ
（http://choose.139shop.com/）から
統計を取った。 
（出所）中国信息産業部統計および各種報道により
作成。 
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産して地場の新規携帯電話メーカーに供給することがある点である29。このような中間財
の市場流通は、90 年代のパソコンのマザーボードと類似する。アメリカ系の中核部品メー
カーと台湾系の設計受託会社が緊密になって作ったビジネス・モデルが、その 10 年後に、
台湾半導体会社である聯發科技（MediaTek）と中国の龍旗控股、晨訊科技といった設計
受託会社の緊密な協力により、ベースバンド・チップセットやプロトコル・スタックの高
い安定性が実現された携帯電話の標準的なメイン基板の広範な流通を可能にしたのである
（Yasumoto and Shiu,2007）。 
 聯發科技の携帯電話部門は 2000 年 7 月に設立して以来、ベースバンド・チップセット
の開発に着手し、2003 年末に量産を開始した30。しかし聯發科技にとって、既存の TI な
どの欧米系半導体メーカーはすでに国際的な大手携帯電話メーカー、そして台湾系の携帯
電話メーカー、設計受託会社と協力関係にあったため、新しい顧客を開拓することが難し
かった31。聯發科技はこうした苦境を脱するため、台湾の携帯電話の設計受託会社である
達智（Darts）に投資した。達智は聯發科技のベースバンド・チップセットを用いて最初
に携帯電話を開発した企業だったので、非常に多くの時間を割いて聯發科技のベースバン
ド・チップセットの検証を行った32。また、2004 年に設立された台湾の設計受託会社兆碩
（ASmobile）も、2005 年に聯發科技のベースバンド・チップセットを使った携帯電話を
開発して中国に出荷した33。 
当初、聯發科技と達智は共同で MP3 機能を持った携帯電話を開発し、康佳、海爾（Haier）、
波導（Bird）など中国の大手携帯電話メーカーに売り込もうとした。しかし、中国の大手
メーカーは MP3 付き携帯電話の市場性に対して悲観的だった。そこで、聯發科技と達智
は中国の地場の新規携帯電話メーカーに売り込むことにした。2004～2005 年には、中国
の深圳で携帯電話のケースやスイッチやコネクタなどの部品が市場流通され、あとはメイ
ン基板が手に入れば携帯電話が作れるようになった。こうした背景で、台湾の達智や兆碩
が携帯電話の標準的なメイン基板を中国地場の新規携帯電話メーカーに販売し始めた。し
かし、台湾海峡を跨いだ台湾と中国の企業間分業関係は、“曇花一現”という言葉のごとく
光ってすぐ消え 、長続きしなかった。達智が正崴（Foxlink）に、兆碩が華碩の携帯電話
                                                   
29 携帯電話のメイン基板が流通するようになったことは、パソコン産業でマザーボードが流通するよう
になったのと同じく、業界の構造を変える力を持つ。つまり、携帯電話の標準的なメイン基板の登場によ
り、部品を買って組み合わせるだけで携帯電話端末を簡単に作れるようになった。それにより、地場の新
規携帯電話メーカーが短期間のうちに聯想や夏新といった中国大手携帯電話メーカーと競合するまでに
成長した。 
30 聯發科技は創立 10 年ほどの若い企業だが、チップの統合能力の高さと顧客への技術サポートの手厚
さで、携帯電話の他に CD-ROM、DVD-ROM でも、先行する欧米半導体メーカーを低価格チップ分野か
ら駆逐した。 
31 携帯電話の中核機能を担うベースバンド・チップセットの導入については、コンポーネンツの価格の
他に、安定性やそのチップセットが量産化できるのかを考慮しなければならなかった。また、新たなベー
スバンド・チップセットを使うことになると、携帯電話の設計の方式も変えなければならなくなり、これ
まで欧米系半導体メーカーのベースバンド・チップセットを使いこなすために蓄積してきたノウハウが役
に立たなくなってしまう可能性があった。 
32 2002 年 9 月に設立された達智はインテルのベースバンドチップセットを用いてスマートフォンの開
発を行ったが、株主たちはスマートフォンを売り出すのは時期尚早だと考えた。達智は結局、安価なフィ
ーチャーフォンの開発を主とすることにして、2002 年 3 月に聯發科技のベースバンドチップセットを用
いた携帯電話の開発を始めた。達智は聯發科技と共同でソフトウェアのバグ除去を行い、製品の安定性を
高めた。聯發科技にとって、顧客と協力することにより、自社の IC を使うと製品開発の途上でどのよう
な問題が起きるかをいち早く知ることができた。 
33 兆碩は 2004 年 1 月に華碩（ASUSTek）から投資を受け、華碩の子会社になった。 
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事業部に合併されると、台湾発の携帯電話の標準的メイン基板の外販ビジネスは中断され
た。その代わり 2004 年の末から、聯發科技は新たに中国の龍旗控股、晨訊科技などの設
計受託会社と協力し始めたため、聯發科技は台湾で成立した分業構造を中国で再現した34。 
当時の龍旗控股は中国で最も底辺の市場を狙う戦略を取った。製品差別化では中国の携
帯電話市場では生き残れず、むしろ膨大な大衆市場を狙うことで研究開発コストの負担を
軽減し、規模の経済の効果を発揮できると考えたのである。そこで、他の大企業のように
単純に研究部門を強化するのではなく、短時間に技術を商品化できる製品開発態勢を構築
することに努めた。そうした開発態勢を作るため、龍旗控股は 2004 年末に聯發科技に接
触し、中国で最初に聯發科技のチップセットを採用した企業となった。 
このような設計受託会社のうち、ここでは龍旗控股に注目してみよう35。その後の龍旗
控股の事業形態について見てみると、携帯電話の完成品の提供よりも、携帯電話の標準的
なメイン基板を販売する割合が大きい36。例えば、2006 年に龍旗控股は 10 数種のベース
バンド・チップセットをベースに約 50 種の製品を開発した。通常の専業の設計受託会社
の製品開発パターンは、顧客を探すと同時に、携帯電話端末の形状、液晶パネルの解像度、
FM ラジオなどという製品の機能を決めて、端末のハードウェアとソフトウェアの完成度
と安定性を高めるように開発するというものだった37。ただし、このような製品開発のパ
ターンは、ターゲットとする複数の顧客に提案するものであり、最終的に市場に販売され
る完成品ではない。また、１つのベースバンド・チップセットを同時に複数のプロジェク
トに転用することで範囲の経済を享受できるが、そのためには、龍旗控股は最初のプロジ
ェクトで使われるチップセットの安定性を厳しくチェックしなければならなかった38。そ
の後、龍旗控股が通話、ショートメッセージ、マルチメディアという携帯電話端末の基本
機能を備えて開発した後、次のステップでは、いくつかの追加機能をオプションとして顧
客に提供した39。こうして、龍旗控股は顧客の注文を取り込むことにより、派生機種も含
めると 100 種以上のモデルを開発した40。 
 通常、チップセットベンダーは、参照設計をチップセットと共に顧客に提供する。聯發
科技の参照設計は欧米半導体メーカーが提供するものとは異なり、殆どそのまま量産に移
れるような設計図であり、そのなかでは使用するハードウェアやソフトウェアのメーカー
名まで示されていた。ただし、龍旗控股は聯發科技の参照設計を聯發科技と共同で開発す
るため、他の競合他社より早くベースバンド・チップセットの特性を知り、他社に先駆け
て標準的なメイン基板を開発することができた41。結果として、台湾では消滅した携帯電
話の標準的なメイン基板を売るというビジネス・モデルが、中国の特殊な市場構造のもと、
                                                   
34 2005 年に聯發科技は TI を超えて、中国メーカーが用いるベースバンド・チップセットのなかで４割
以上のシェアを占めるようになった。 
35 龍旗控股は 2002 年、中国の大手通信設備メーカーを離職したエンジニアたちによって設立された。 
36 携帯電話の完成品の場合は、龍旗控股は外部の専業製造会社に製造を委託する。また、エンジニアを
生産ラインに派遣し、製造の監督を行っている。 
37 従来の研究では設計受託会社の製品開発に関する事実は殆ど解明されていない。設計受託会社の製品
開発とチップセットベンダーの企業間関係は、今後さらに明らかにすべき喫緊の課題と思われる。 
38 つまり、開発の際には、ベースバンド・チップセットと他のハードウェアを組み合わせて検証する。 
39 顧客が選ぶ機能のオプションとは、画面の大きさやカメラの画素数など、市場で買える汎用部品に関
わるものが主である。 
40 一方、晨訊科技は 2005 年には 152 モデル数を出した。 
41 両者が参照設計を共同開発する際の費用は、その時々に応じて両者が負担した。聯發科技が単独で費
用を負担した場合、設計図の所有権は聯發科技のものとなった。 
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聯發科技と龍旗控股などの設計受託会社の緊密な協力によって、2005 年に中国で蘇ったの
である（図 5）42。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）筆者作成。 
 
4. ディスカッション 
 
前節では中国携帯電話産業の発展経緯をケースも踏まえて考察した。まず、90 年代初期
に GSM 通信規格が標準化されている中でも、各大手携帯電話メーカーがアナログ時代の
垂直統合ビジネスモデルを継承し、基地局や交換機から携帯電話端末までの設計、開発、
生産を行い、競争力を維持していた。その蓄積してきた通信知識を生かして、携帯電話端
末の中核部品の開発にも応用した。言い換えれば、携帯電話端末とネットワーク設備の間
の複雑な通信手順に関しては、GSM の通信規格に公開されているにも関わらず、新規携
帯電話メーカーは短期間でベースバンド・チップセットとプロトコル・スタックといった
中核部品を開発することができなかった。 
携帯電話産業の垂直非統合の契機はベースバンド・チップセットとプロトコル・スタッ
クといった中核部品の市場流通化であった。欧米半導体メーカーは大手欧米携帯電話メー
カーと取引してきた経験やノウハウを生かして、自社のベースバンド・チップセットとプ
ロトコル・スタックの開発に成功した。1990 年代後半からは、中核部品の外販がアジア諸
国の台湾、韓国、そして中国系の新規携帯電話端末メーカーに製品開発の基盤を与えた。
従来は、こうした中核部品メーカーによる通信知識および製品開発知識のカプセル化が参
入障壁を低下させ、後発国の新規携帯電話メーカーの市場参入を促すという議論が、垂直
非統合の形成において主流をなしたと思われる。しかし、前節のケース・スタディでは、
携帯電話端末の専業設計受託会社は中核部品メーカーと緊密に共同して端末の設計サービ
スを構築し、そして、そこで構築された設計資産をベースにして複数の新規携帯電話メー
                                                   
42 2005 年に聯發科技はベースバンド・チップセットの総出荷数（約 3000 万セット）の約 6 割から 7
割（約 1800 万から 2100 万）を中国の設計受託会社に供給した。したがって、2005 年に中国の設計受託
会社出荷量 3600 万のうち、約 1800 万から 2100 万（50％から 58.3％）は聯發科技のベースバンド・チ
ップセットを使ったと考えられる。一方、2005 年から中国の大手携帯電話メーカーの市場シェアが地場
の新規携帯電話メーカーに奪われ、製品開発期間の短縮とコスト抑制の必要に迫られた。その結果、中国
の大手携帯電話メーカーは設計受託会社の製品設計サービスを受けると同時に、聯發科技のベースバン
ド・チップセットも採用するようになった。 
競争関係 
協業関係 
取引関係 
図 5 2005 年から現在まで：台湾系の中核部品メーカーの勃興 
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カーに提供していた。このことが中国携帯電話産業の垂直非統合の形成と発展をさらに促
したことを無視してはならない43。 
90 年代の末から、中国の携帯電話市場が高度成長期に入った。中国の新規携帯電話メー
カー間では製品開発の能力が均一でないため、各社は中国市場で競争するには外部の専業
設計受託会社の設計サービスを求めざるを得なかった。このような需要を満たすために、
設計受託会社は絶えず中核部品メーカーと緊密にコラボレーションし、最新の中核部品を
組み込んだ製品の設計サービスを構築した。前節で取り上げた 1999 年創業の韓国系設計
受託会社の Bellwave と TI、2002 年設立の台湾の達智と聯發科技、そして 2004 年末から
の中国の龍旗控股や晨訊科技と聯發科技は、それぞれその時期に中核部品メーカーの最新
のベースバンド・チップセットとプロトコル・スタックを使って端末の設計サービスを構
築し、複数の中国新規携帯電話メーカーに提供することができた。その要因としては、通
常は外部から観察できない共同での問題解決を行ったことが大きい44。 
通常、新しいベースバンド・チップセットやプロトコル・スタックの開発には 1 年以上
の期間が必要とされる。中核部品メーカーはまず設計受託会社の意見を聞いた後にチップ
セットの機能を決める。その後は、中核部品メーカーはサンプル品を作り、上記の設計受
託会社に優先的に提供して試用してもらう。設計受託会社は中核部品メーカーと共同でハ
ードウェアやソフトウェアのバグ除去を行い、中核部品をバージョンアップする中で製品
の安定性を高める45。中核部品メーカーにとって、設計や測定、検証などで優れた能力を
持つ設計受託企業と協力することにより、自社のベースバンド・チップセットと他のハー
ドウェアを組み合わせて使い、製品開発の途上でどのような問題が起きるかをいち早く知
ることができるのである。 
ただ、設計受託会社側とすれば、ベースバンド・チップセットの最初のユーザーになる
と、まだ問題の多いベースバンド・チップセットで苦労した挙げ句、その問題点を改善し
た成果を後から購入する競争相手にフリーライドされてしまうというジレンマがある。し
たがって、他社にフリーライドされないように、顧客である設計受託会社は問題点を見つ
けても隠してしまうかもしれない。そのため TI、聯發科技はそれぞれ Bellwave、達智に
出資し、販売先の確保の他に、設計受託会社からのフィードバックを確実に得ることを狙っ
た。また、このようなフィードバックも次のチップセットの開発に役立てることができた。 
本稿のケース・スタディからは、携帯電話端末の専業設計受託会社と中核部品メーカー
との企業間協業から、中国の多くの新規携帯電話メーカーに設計サービスが提供されたこ
とが明らかとなった。そのことによって、外資携帯電話メーカーと拮抗できる垂直非統合
の体制が生み出されたのである。つまり、ベースバンド・チップセットの外販が中国携帯
電話産業を垂直非統合に向かわせる契機となったが、垂直非統合の構造をしっかりと形成
し、そして存続および発展させた主な要因は、中核部品メーカーと設計受託会社との企業
間協業にあったといえる46。 
                                                   
43 今井・許（2008）は、中国設計受託会社はビジネスチャンスによる追求と企業家精神が、中国携帯電
話産業の垂直非統合にも影響を与えたと指摘した。 
44 この点には Yasumoto and Shiu（2007）でも論及されている。 
45 例えば、ベースバンド・チップセットとイメージ・センサーとの間では多くの微調整の作業が必要と
され、外部のフラッシュメモリとの間でも互換性などの問題がある。 
46 ただ、議論をさらに突き詰めると、こうした協業が存在する場合と、先進国の中核部品メーカーが設
計受託会社を介することなく、中国の携帯電話メーカーと直接に提携関係を結び自らの手でシステム統合
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5. 結論とインプリケーション 
 
本稿では中国携帯電話産業の発展プロセスを通じて、同産業の垂直非統合の形成・発展
が国際的な企業間協業によって進められ、支えられたことを明らかにした。ここでのケー
ス・スタディを通じて得た示唆は、外資系中核部品メーカーが新しい技術を中国市場へ導
入する場合は、台湾系や韓国系の設計受託会社との協業を介してその技術の完成度を高め
ることによって、急成長してくる中国系の新規携帯電話メーカーの多様なニーズにも対応
でき、販路も急速に拡大できるということであろう。また、中核部品メーカーにとっては、
市場の拡大と共に製品の Time-to-Market が強く要求されるなかで、彼らの顧客である携
帯電話メーカーとの間に位置する設計受託企業との協業により、最終製品に近い製品設計
資産を構築し、提供することが、自社の新しい技術を中国市場で短期間に普及させる重要
な企業戦略であることが考えられる。 
しかしながら今後、産業の垂直非統合を形成するプロセスやメカニズムをさらに長期に
観察する作業は必要であろう。例えば、いったん産業が垂直非統合になった後に、中核部
品メーカーの企業戦略によって企業間協業がいかなる影響を受けるのか、それを受けて設
計受託会社間の競争環境はどのように変化するのかは重要な課題である。1990 年代末の中
国携帯電話産業の発展プロセスを観察すると、「欧米系半導体メーカーと台湾・韓国の設計
受託会社」から「台湾系半導体メーカーと中国系設計受託会社」へと、国際的な企業間協
業の主体に変化が生じた。台湾系や韓国系の設計受託会社はこうした意味での中枢的な存
在としては長続きせず、台湾の聯發科技と中国の設計受託会社との協業に取って代わられ
た。垂直非統合に長けた台湾の設計受託会社が携帯電話端末の標準的なメイン基板や設計
サービスの市場の主役になぜなれなかったのかは、検討に値する問題である47。ただし、
その 1 つの要因と現時点で考えられるのは、台湾系聯發科技の完成度が高い中核部品が使
われると、さほど技術が高くない中国携帯電話メーカーと設計受託会社でも高性能の携帯
電話端末を開発できたことである。こうしてみると、設計受託会社と中核部品メーカーと
の緊密な協業が、その他の中核部品メーカーのイノベーションによって急速に衰退させら
れ、産業を垂直非統合に向かわせる主役が急に変わってしまう可能性がある。 
2005 年に設立された中国系チップセット設計会社である展訊通訊（Spreadtrum）も、
聯發科技のビジネス・モデルをまねてベースバンド・チップセットの市場に参入した48。
2007 年に展訊通訊は聯發科技、TI に次ぐ第 3 位のベースバンド・チップセット・ベンダ
ーになった。展訊通訊はベースバンド・チップセットの製品化の速度を増すために、中国
                                                                                                                                                     
ソリューションを提供する場合とでは、最終製品の生産に至るまでのパフォーマンスがいかに異なるのか
という課題が残ろう。また、双方の場合における垂直非統合化のペースの違いとも関わる議論と考えるが、
この点については、携帯電話の完成品メーカーにより焦点を当てた考察が必要と思われる。 
47 なぜ兆碩は、10 年前にその親会社である華碩がパソコンのマザーボード市場を作り上げたように、携
帯電話のメイン基板市場を自らの手で成功させることができなかったのだろうか。この問題に答えること
によって、携帯電話産業とパソコン産業の差異を明確化し、本研究を次代のハイテク製品の分析にも応用
できるであろう。 
48 展訊通訊はシリコンバレーから帰国した中国人エンジニアが 2001 年 7 月に設立したもので、03 年に
MP3 機能を持ったベースバンド・チップセットの開発に成功し、04 年 4 月にはマルチメディア機能を持
ったベースバンド IC を開発し、さらに同年には中国の第３世代携帯電話規格である TD-SCDMA と GSM、
GPRS の 3 つに対応できるベースバンド・チップセットの開発にも着手した。展訊通訊も聯發科技と同
じように単にベースバンド・チップセットを売るだけでなく、設計受託会社と協力してメイン基板を新興
メーカーに売る戦略をとった。 
Hosei University Repository
中国携帯電話産業における垂直非統合の形成・発展要因の考察 
イノベーション・マネジメント No.7 - 67 - 
の設計受託会社である聞泰電子と戦略協定を結んで共同で携帯電話のメイン基板の拡販に
努めた49。その協力関係を結んでまもなく、2007 年には聞泰電子のメイン基板の出荷量は
1800 万セットにまで達し、ごく短期間のうちに龍旗控股を追い越してしまったのである。
展訊通訊と聯發科技の技術イノベーションにより、多数の中国の新規携帯電話企業は設計
受託会社に頼らずとも、短期間に自力で携帯電話開発ができるようになった。この事例か
らは、より付加価値が高い製品設計サービスの構築にいかにして移行するのかという課題
を設計受託会社は内包しているように思われる。 
本稿で考察した設計受託会社は、それぞれ半導体メーカーの早期ユーザーである50。設
計受託会社が中核部品を製品に組み込んで早期の製品開発を行ううえでは、いかに迅速に
問題を発見し、解決するかが、競合他社より早く製品化を達成するための鍵となろう51。
付加価値が高い製品設計サービスに移行するもう 1 つの方策としては、第 3 世代、第 3.5
世代、そして第 3.75 世代の高性能の携帯電話端末のほうに移行することである。例えば、
2005 年から台湾の携帯電話設計受託会社は、このような高性能の携帯電話端末の製品設計
サービスに注力し始めた。第 3 世代の中核部品は第 2 世代の聯發科技と展訊通訊の中核部
品より完成度が低いため、設計受託会社には設計の余地が多く残され、多くの技術を統合
しなければならない。したがって、中核部品メーカーのイノベーションが設計受託会社と
の企業間関係と多く関わりがあるとすれば、産業の垂直非統合を長期的に観察することは
今後の欠かせない課題と思われる。 
中国では 2009 年 6 月から TDS-CDMA、WCDMA、CDMA2000 などの第 3 世代の通信
サービスを開始した。第 3 世代では、設計受託会社が果たして第 2 世代 GSM のように成
功するのだろうか。中国で成立した携帯電話産業の垂直非統合は中国独特の現象として終
わるのか、それとも世界の携帯電話産業に影響を与えるのか。垂直非統合の推進者が他の
新興市場の携帯電話産業にも影響を与えるのか、また、他の産業では垂直非統合の推進者
がいかなる競争環境の中で適応し、進化していくのか52といった他産業との長期的な比較
研究も進める必要がある。つまり、垂直非統合の推進者が競争環境の中でいかに適応し、
進化していくのかという問題の解明が、中国携帯電話産業の垂直非統合の現在までの形
成・発展要因を明らかにした後の課題である53。 
                                                   
49 聞泰電子は中興通信のエンジニアたちが 2005 年に独立して創業した企業である。創業当時、すでに
聯發科技は龍旗控股、晨訊科技と密接な協力関係を形成していて、十分な技術サポートを得られそうにな
かったので、聞泰電子は展訊通訊と協力する道を選んだ。 
50 IC メーカーは、最初の設計受託会社を「アルファ・サイト」と呼ぶ。アルファ・サイトと認定され
た顧客は最も早くかつ完全な技術サポートを受けられる。しかし、これは半導体メーカーがリードユーザ
ーから先端的なニーズを吸い上げ、カスタマイズされた半導体チップセットを開発することではない。 
51 設計受託会社はその製品開発においては複数の技術の複雑性を処理し、部品を統合しなければならな
い。従来の Iansiti（1997）の技術統合の議論では、新しい技術の選択と適用環境状況を相互に一致させ
るため、多様な基礎知識領域を相互にリンクさせる知識の創生（knowledge generation）、知識の保有
（knowledge retention）、知識の適用（knowledge application）、という技術の知識管理が重視される。
しかし、本研究で言う設計受託会社はこのような技術統合の概念とは類似しているが、もっと外部の中核
部品メーカーの技術に依存せざるを得ないことが多い。外部の企業の技術をベースにした製品開発がいか
に行われるのかも、今後の研究で解明すべき課題である。 
52 例えば、こうした垂直非統合の推進者の存在は中国の DVD プレーヤー産業や液晶テレビ産業でも見
られる。台湾の聯發科技と、台湾の奇美（ChiMei）の液晶パネルを使って、中国・広東省のブラウン管
テレビメーカーや DVD プレーヤーメーカーが液晶テレビに参入し、従来の販売ルートを使って中国のカ
ラオケやレストランなどに売り込んだ。いまや 200 社もの新興液晶テレビメーカーがあり、その生産能
力は 150 万台に達する。これは TCL や創維など大手液晶テレビメーカーの年間出荷量に相当する。 
53 例えば、設計受託会社の間では製品の同質化競争が起きている。そのため、いくつかの設計受託会社
は携帯電話端末の ODM メーカー（自ら工場を持ち、携帯電話の完成品まで作り上げる）への脱皮を図っ
ている。 
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